
食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和 32年４月鳥取県規則第 22号。以下「規則」とい

う。）第４条の規定に基づき、食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金（以下「本補助金」とい

う｡) の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に規定するとおりとす

る。 

 （１） 食料品製造業者 食料品、飲料及び医薬品等の製造を行う事業者をいう。 

 （２） 立地企業 鳥取県内に食料品、飲料及び医薬品等の製造を行う工場等の立地を予定している

企業、又は立地する見込みのある企業をいう。 

 

（交付目的） 

第３条 本補助金は、本県食料品製造業者の安全・安心への対応による差別化を通じて県内食料品製造

業の底上げを図り、国外への取引先・販路拡大を目指すため、県内事業所の認証取得や衛生管理対策

等を促進することを目的として交付する。 

 

（補助金の交付） 

第４条 県は、前条の目的の達成に資するため、この要綱の規定に基づき交付決定を受けた別表の第１

欄に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を実施する別表の第２欄に掲げる者に対し、予算の範

囲内で本補助金を交付する。 

２ 本補助金の額は、補助事業に要する別表の第３欄に掲げる経費（以下「補助対象経費」という。）

の額（仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法

（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当

該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額

をいう。以下同じ。）を除く。）に、同表の第４欄に定める率（以下「補助率」という。）を乗じて得

た額以下（上限は同表第６欄に掲げる額とする。）とする。 

３ 補助事業の実施期間は、別表の第７欄に記載のとおりとする。 

４ 本補助金とは別に同種の補助金の交付決定を受けている事業については、補助対象としないものと

する。 

５ 本補助金の利用に当たっては、鳥取県産業振興条例（平成２３年１２月鳥取県条例第６８号）の趣

旨に基づき、鳥取県内事業者への発注に努めるものとする。 

 

（交付申請の時期等） 

第５条 本補助金の交付申請は、知事が別に定める日までに行わなければならない。 

 ２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様式第１号及

び第２号によるものとする。 



 ３ 補助金の交付申請をしようとする者は、交付申請に当たり仕入控除税額が明らかでない場合は、

前条第２項の規定に関わらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額に補助率を乗じた額（以下「仕

入控除税額を含む額」という。）により交付申請をすることができる。 

 

（交付決定の時期等） 

第６条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から６０日以内に行うものとする。 

 ２ 本補助金の交付決定通知は、様式第３号によるものとする。 

 ３ 知事は、前条第３項の規定による申請を受けたときは、第４条第２項の規定にかかわらず、仕入

控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合においては、仕入控除税額が

明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は、変更後の額とす

る。以下「交付決定額」という。）から、当該仕入控除税額に対応する額を減額するものとする。 

 

（交付決定をしない場合） 

第７条 知事は、申請者が次の各号のいずれかに該当する場合は、交付決定をしない。 

 （１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 （２） 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

 （３） 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接

な関係を有するもの。 

 

（承認を要しない変更等） 

第８条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、補助事業ごとに別表の第５欄に掲げるもの以

外の変更とする。 

 

（進ちょく状況報告） 

第９条 本補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業の進ちょく状況

を、商工労働部長が別に定めるところにより、様式第４号により知事に報告しなければならない。 

２ 補助事業者は、規則第１７条第３項の規定による各年度の進ちょく状況を翌年度の４月１０日ま

でに、様式第４号により報告しなければならない。 

 

（現地調査） 

第１０条 知事は、前条第１項の報告により提出された書類を審査し、必要に応じて補助事業の進ちょ

くについて、職員に現地調査を行わせることができるものとし、状況に応じて事業の進ちょくを促す

ものとする。 

２ 知事は、前条第２項の報告があったときは、提出された書類を審査し、必要に応じて職員に現地

調査等を行わせることとし、補助対象経費が適正に支出されていると認めたときは、交付決定額の

範囲内で支払実績額に対応する補助金を支払うものとする。 



（実績報告の時期等） 

第１１条 規則第１７条第１項の規定による報告は、次に掲げる日までに行わなければならない。 

（１）規則第１７条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、補助事業の完了又は中止若しくは廃

止の日から２０日を経過する日 

（２）規則第１７条第１項第３号の場合にあっては、補助事業等の完了予定年月日の属する年度の翌

年度の４月１０日 

 ２ 規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞ

れ様式第５号及び様式第６号によるものとする。 

 ３ 補助事業者は、実績報告に当たり、その時点で明らかになっている仕入控除額（以下「実績報告

控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）を超

える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除して報告しなければならない。 

 ４ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その額が実

績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決定控除税額）

を超えるときは、様式第７号により速やかに知事に報告し、知事の返還命令を受けて、その超える

額に対応する額を県に返還しなければならない。 

 

（財産の処分制限） 

第１２条 規則第２５条第２項ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和４０年

大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産については、知事が別

に定める期間）とする。 

２ 規則第２５条第２項第４号の財産は、その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるも

のとして知事が別に定めるものとする。 

３ 規則第２５条第２項の規定による承認を受けるにあたっては、処分の事前に様式第８号により申請

するものとする。  

４ 第５条第１項の規定は、規則第２５条第２項の承認について準用する。 

 

（成果の公表） 

第１３条 知事は、本補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めるときは、本補助金の交

付を受けて行った補助事業の成果を補助事業者に公表させることができる。 

 

（交付決定の取り消し等） 

第１４条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、額の確定の有無に関

わらず、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、既に補助金が交付されているときは、その

返還を命ずることができる。 

 （１）補助金を他の用途に使用したとき。 

 （２）補助金の交付決定の内容、条件、その他この要綱に基づく処分等に違反したとき。 

 （３）その他補助事業に関して法令又は法令に基づく処分等に違反したとき。 

 ２ 前項の補助金の返還は、当該命令のなされた日から起算して１５日以内に行わなければならない

ものとし、期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、未納に係る期間に応じて年１０．



９５％の割合で計算した遅延金を徴するものとする。 

 

（雑則） 

第１５条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、商工労働部

長が別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

この要綱は、平成２３年１０月１３日から施行する。 

 

  附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２４年４月２日から施行する。 

（経過措置） 

平成２３年度までに補助金交付決定をした補助事業については、なお従前の例による。 

 

  附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

平成２４年度までに補助金交付決定をした補助事業については、なお従前の例による。 

 

  附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２６年３月５日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２９年３月２６日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成３１年３月２０日から施行する。 

 

 



 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 令和元年度までに補助金交付決定をした補助事業については、なお従前の例による。 



別表（第４条関係） 

１ 補助対象

事業 

２ 補助対象

者 

３  補助対象経費 ４ 

補助率 

５ 

重要な変更 

６ 

補助金上限 

７ 

事業期間 経費区分 内容 

①認証取得支

援事業 

輸出向け食品

安全規格の認

証取得を目指

す事業 

 

②安定化支援

事業 

取得した輸出

向け認証の初

回の更新を目

指す事業 

 

県内の食料品

製造業者又は

立地企業 

 

 

認証審査費 認証審査機関による審査・登録に要

する経費 

①認証取得支

援事業 

２／３以内 

 

 

 

 

②安定化支援

事業 

１／２以内 

 

（１）本補助金の増額

を伴う変更 

（２）各経費区分相互

間における配分変更の

うち、いずれか低い額

の２０％を超える変更

を伴うもの 

（３）交付目的の達成

に支障が生じ、又は事

業効率の低下をもたら

すおそれのある事業計

画の変更 

（４）事業の目的、事

業期間、実施時期、場

所、施設の仕様、実施

内容、用途変更など事

業の基本部分に関わる

変更 

①認証取得支

援事業 

３５０万円/

事業 

 

 

 

②安定化支援

事業 

上限７５万円

/１２ヶ月×

３６ヶ月 

 

 

①認証取

得支援事

業 

２４ヶ月

以内 

 

 

②安定化

支援事業 

３６ヶ月

以内 

委託費 衛生管理手法の構築や文書作成等の

助言等を外部専門家へ委託するため

に要する経費 

検査費 衛生管理手法決定に必要な検査に要

する経費 

研修費 衛生管理体制を構築するための従業

員研修に必要な講師費用や教材費、

又はセミナー参加に要する経費 

旅費 原材料調達元への監査等に必要な交

通費・宿泊費、他工場視察や研修受

講に必要な交通費・宿泊費 

その他経費 その他知事が特に必要と認める経費 

 

※特記事項 

補助事業は食品安全規格の認証取得もしくは初回の更新を目的に実施するものとし、必ず、認証（審査登録）機関等の審査を受ける事業計画とすること。 

 



様式第１号（第５条関係） 

補 助 事 業 実 行 計 画 書 

申請事業者名 

名 称 

 

 電話   （  ） 

資本金 

出資金 

 

千円 
従業員 

 

人 

製造製品  
年 間 

売上高 

 

千円 
業 種  

事業区分 
① 認証取得支援事業   ②安定化支援事業 

〔該当するものに○をすること〕 

事業計画名 〔実施する事業全体を包括する名称を記載すること。〕 

取得する認証 

事業の到達目標 

〔取得予定の認証規格の名称、認証取得する部門・製品、事業の到達目標を

記載すること。〕 

事業の実施地 
〔衛生管理高度化を行う施設及び部門を記載。２か所以上に分かれるときは、

いずれも記入すること。〕 

チームリーダー 
〔当該事業を行う上での推進チームのリーダー（HACCP でいう HACCP チーム

のリーダー）の職氏名を記載すること。〕 

取組の背景と 

目的 

〔これまでの衛生管理体制の構築の取組など、認証取得等に取組むこととな

った背景・事業の目的を簡潔に記入すること。〕 

取得済の認証 名 称  取得時期     年  月  日 

事業内容 

〔全体の事業内容を簡潔に記載し、認証取得予定時期も明記すること〕 

 

 

 （認証取得予定もしくは更新時期）        年  月  日 

 

終了後の 

販路開拓見通し 

〔当該補助事業終了後の国内外での展開に係る事業戦略について記載するこ

と。〕 

他からの指導者

又は協力者 

〔業界団体や専門コンサルタント等、他からの協力者がある場合は、その協

力者の所属、氏名、職名並びに指導又は協力を受ける事項を簡潔に記載す

ること。〕 

他の補助金の 

活用の有無 

・有  ・無   

〔他の補助金の活用の有無について（現在活用中のもの、又は今後活用予定

のもので、国、地方自治体、その他支援機関等問わず、すべてのもの）、「有」、

「無」のいずれかに○をしてください。「有」の場合は、活用する補助金名や

その事業内容、事業期間、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管し

ている部署名や団体名及び連絡先）を記載すること。また、複数の補助金を

活用がある場合は、全て記載すること。〕 

補助事業の期間 （開始予定）      年  月  日 （完了予定）      年  月  日 

 

【添付書類】 

 （１）別紙内容説明書 

 （２）自社の衛生管理に関する書類（SSOPなど） 

 （３）取得済みの認証登録証の写し 

 （４）事業を実施する施設設備の図面 

 （５）その他事業の内容を明らかにした書類（適宜） 



様式第１号の別紙 

補 助 事 業 に 係 る 内 容 説 明 書 
 

１ 申請者の概要 
（１）事業の内容   〔営んでいる主な事業及び主たる生産品目名、年間生産額等を記載すること。

なお、パンフレットの添付によって代替することもできる。〕 

 

（２）現有施設  

  ア 土  地  〔２箇所以上にわたる場合は所在地別に面積を記載すること。〕 

 

  イ 建  物  〔本社、工場、その他の区分により、建物の種類別に床面積を記載すること。〕 

 

（３）申請者の略歴 〔会社又は団体の沿革を記載すること。なお、パンフレットの添付によって代替

することもできる。〕 

 

 

２ 衛生管理等の現状 
（１）衛生管理体制構築のためにこれまで行ってきた取組内容 

     

①取得済みの認証 

認証規格名 対象工場・対象範囲 対象品目 

   

 

②施設及び設備の導入・改善内容 

    〔これまでの衛生管理体制等構築の取組の沿革を、施設・設備の導入・改善の内容がわかる

よう、詳細に記載すること。〕 

 

 

 

③その他の取組内容 

〔手順書の作成及び改善やゾーニングへの取組等、その他の衛生管理等の取組状況がわか

るよう、詳細に記載すること。〕 

 

 

（２）現状の衛生管理の組織体制     

    〔現状の衛生管理に係る組織図を記載すること。〕 

 

 



３ 申請に係る事業の概要 

（１）申請に係る事業における衛生管理体制構築を推進する従業員のチーム 

    〔推進チーム（HACCP でいう HACCP チーム）のリーダー、並びに当該チームの構成職員名並び

に人数を記載すること。〕 

 

（２）他からの指導者又は協力者 

    〔申請に係る事業を遂行するにあたり、業界団体や専門コンサルタント等他からの協力者があ

る場合は、その協力者の所属、氏名、職名並びに指導又は協力を受ける事項を詳しく記載す

ること。〕 

 

（３）認証取得及び衛生管理体制構築を必要とする理由、背景 

    〔なぜ、認証取得あるいは食品衛生関係の認証と同等レベルの衛生管理体制等構築を行う必要

があるかなど、事業実施理由を記載すること。現状での課題等を含めて記載すること。〕 

 

（４）補助事業実施内容 

    〔各事業について、実施内容を記載すること。〕 

コンサルティング内容 利用機関名 

  

  

  

  

  

検査内容 利用機関名 

  

  

監査内容 監査先 

  

  

研修テーマ 講師名 日 時 場 所 受講者数 

     

     

     

     

取得（更新）予定認証名 審査受審予定日 審査機関名 

   

   

   

 



 

（５）補助事業実施スケジュール 

    〔補助事業全体の流れがイメージできるように、下の表に合わせて記載すること。〕 

 実施内容 

年 月  

年 月  

年 月  

年 月  

年 月  

年 月  

年 月  

年 月  

年 月  

年 月  

年 月  

 

 

（６）当該補助事業による認証取得及び衛生管理体制構築後の販路開拓の見通し 

 

〔当該補助事業終了後の国内外での展開に係る事業戦略について記載すること。取引先候補、参加予定

の商談会等は必ず記載のこと。〕 



様式第２号（第５条関係） 

補助事業（変更）収支予算書 
 
１ 収入の部                                   （単位：円） 

 
金 額 資金の調達先 

自 己 資 金   

借 入 金   

補 助 金   

そ の 他   

補助対象経費計   

 

 

２ 支出の部                                   （単位：円） 

経費区分 
経費内訳 

（積算明細） 

補助事業に 

要する経費 

補助対象 

経  費 

負担区分 

補助金負担 自己負担 

 

 

 （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

全体合計 
（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

 

（注）１ 「経費区分」欄には、別表に記載している「経費区分」のいずれかを記載すること。 

   ２ 「経費内訳（積算明細）」欄は、必要に応じて枠を大きくしたり、別紙を作成するなど、積

算の根拠が明確になるように詳細を記載すること。 

   ３ 事業を委託する場合は、「経費内訳（積算明細）」欄に委託先名を記載すること。 

   ４ 「補助事業に要する経費」欄には消費税及び地方消費税込みの金額、「補助対象経費」欄に

は消費税及び地方消費税抜きの額を記載すること。 

   ５ 変更承認申請に際しては、変更前の金額を上限に（ ）で記載すること。 

 

３ 仕入控除税額発生の有無 （ 有 ・ 無 ） 

※消費税法に規定する消費税の納税義務の免除、簡易課税制度の適用等により仕入控除税額が発生

しない場合は、「無」に○をすること。 



様式第３号（第６条関係） 
第       号 

年   月   日 

              様 

 

鳥取県知事  氏  名   印 

 

    年度食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金交付決定通知書 

 

       年  月  日付の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった食の安全・安心

プロジェクト推進事業補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭

和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとお

り交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 対象事業 

   本補助金の対象事業は、「○○○○事業」とし、その内容は、・・・・・・・・とする。 

 

２  交付決定額等 

   本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、対象事業の内容が変更され

た場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。 

    (1) 算定基準額     金          円 

    (2) 交付決定額         金          円 

 

３  経費の配分 

   本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、・・・・・・・・・・・・・

とする。ただし、対象事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。 

 

４  交付額の確定 

   本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、食の安全・安心プロジェクト推進事業補

助金交付要綱（平成２３年１０月１３日付第２０１１００１０９０９０号鳥取県知事通知。以下「要

綱」という。）第４条第２項及び第６条第３項の規定を適用して算定した額と、前記２の(2)の交付決

定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。 

 

５  補助規程の遵守 

 本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなければな

らない。 

 



様式第４号（第９条関係） 
  年  月  日  

 

 

鳥取県知事      様 

 

 

報 告 者  住  所 

名    称 

代表者役職 

代表者氏名      

 

 

  年度食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金に係る補助事業進ちょく状況報告書 

 

年  月  日付第      号をもって交付決定通知があった上記補助金に   

年  月  日現在の遂行状況について、食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金交付

要綱第９条の規定により、別紙のとおり報告します。 

 

印 



様式第４号の別紙 
１ 補助事業の進ちょく状況 

 

①実施内容  

②成果  

③今後の予定  

 

 

２ 予算の執行状況 

                              （単位：円） 

交  付  決  定 
算定基準額 交付決定額 

  

本 年 度 実 績 

（～ 月 日） 
  

今後の執行見込み   

 

 

３ 他の補助金活用の有無 

 

①活用の有無 ・有    ・無 

②活用内容  

 

 

 

（記載事項） 

１．申請書の内容説明書と対応させて事業の経過とその成果を簡潔に記載すること。 

２．事業のスケジュールと実績とを比較して、遅速のある場合はその理由を記載すること。 

３．他の補助金の活用の有無について（現在活用中のもの、又は今後活用予定のもので、国、地方自治

体、その他支援機関等問わず、すべてのもの）、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。「有」

の場合は、活用する補助金名やその事業内容、事業期間、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金

を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載すること。また、複数の補助金を活用がある場

合は、全て記載すること。 

 

〔添付書類〕 

実績報告書の収支決算書に準じた明細（任意の様式で可） 

 



様式第５号（第１１条関係） 

補助事業実施報告書 
 

１ 補助事業者の概要 

・ 企業名 

・ 代表者職・氏名 

・ 住 所 

・ 電話番号・ファクシミリ番号 

・ メールアドレス（担当者） 

・ 担当者職・氏名 

 

２ 実績概要 

①本補助事業の実施日程 

〔開 始 日〕         〔終 了 日〕 

  年  月  日 ～     年  月  日 

②実施結果 

 活用したコンサルタント 

 

 変更を加えた製造工程の手順や管理システム 

 

 実施した研修の概要 

 

 取得(更新)した認証規格の名称 

 

 利用した審査機関 

 

 審査機関による審査受審日 

 

 審査機関からうけた改善指摘事項 

 

 認証取得日 

 

③今後の品質・衛生管理体制等維持の課題及び対策。認証取得による販路開拓の見通し。 

 

④他の補助金の活用の有無 

 ・有  ・無 

 

（注）他の補助金の活用の有無について（現在活用中のもので、国、地方自治体、その他支援機関等

問わず、すべてのもの）、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。「有」の場合は、活用

する補助金名やその事業内容、事業期間、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管して

いる部署名や団体名及び連絡先）を記載すること。また、複数の補助金を活用がある場合は、

全て記載すること。 

 

〔添付書類〕 

  ・衛生管理に係る手順書・記録書類の一覧表 

  ・審査機関への提出書類の写し 

  ・本補助金事業により取得した認証の登録証 



様式第６号（第１１条関係） 

補助事業（変更）収支決算書 
 
１ 収入の部                                   （単位：円） 

 
金 額 資金の調達先 

自 己 資 金   

借 入 金   

補 助 金   

そ の 他   

補助対象経費計   

 

 

２ 支出の部                                   （単位：円） 

経費区分 
経費内訳 

（積算明細） 

補助事業に 

要する経費 

補助対象 

経  費 

負担区分 

補助金負担 自己負担 

 

 

 （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

  （   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

全体合計 
（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

 

（注）１ 「経費区分」欄には、別表に記載している「経費区分」のいずれかを記載すること。 

   ２ 「経費内訳（積算明細）」欄は、必要に応じて枠を大きくしたり、別紙を作成するなど、積

算の根拠が明確になるように詳細を記載すること。 

   ３ 事業を委託する場合は、「経費内訳（積算明細）」欄に委託先名を記載すること。 

   ４ 「補助事業に要する経費」欄には消費税及び地方消費税込みの金額、「補助対象経費」欄に

は消費税及び地方消費税抜きの額を記載すること。 

   ５ 変更承認申請に際しては、変更前の金額を上限に（ ）で記載すること。 

 

３ 仕入控除税額発生の有無 （ 有 ・ 無 ） 

※消費税法に規定する消費税の納税義務の免除、簡易課税制度の適用等により仕入控除税額が発生

しない場合は、「無」に○をすること。 

 

 



様式第７号（第１１条関係） 
  年  月  日 

 

 

 鳥取県知事           様 

 

 

所 在 地 

名  称 

代表者名          ○印  

 

 

年度仕入控除税額確定報告書 

 

 

 食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金交付要綱第１１条第４項の規定に基づき、下記のとおり

報告します。 

 

記 

 

１ 補助金の確定額及び補助対象経費の額 

（１）補助金の確定額        金           円 

（２）補助対象経費の額       金           円 

 

２ 実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、交付決定控除税額） 

金           円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入控除税額 

                  金           円 

 

４ 補助金返還相当額（３－２＞０の場合） 

         １の（１） 

  （３－２）×───────   金           円 

         １の（２） 

 

 （注）別紙として積算の内訳を添付すること。 

 

 



様式第８号（第１２条関係） 
 

年  月  日 

鳥取県知事           様 

 

住 所                

企業・団体名             

代表者職氏名          印  

 

 

    年度食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金取得財産処分承認申請書 

 

  年度食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金により取得し又は効用の増加した財産を処

分するため、食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金交付要綱第１２条の規定により、下記のとお

り申請します。 

 

記 

 

取得財産の品目及び取得年月日 
 

取得価格及び時価 
 

処分の方法 
 

処分の理由 
 

 

 

 

 


